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政策的位置づけ（１／２）

第５次エネルギー基本計画（平成30年7⽉）

我が国の最終エネルギー消費の現状においては、熱利⽤を中⼼とした⾮電
⼒での⽤途が過半数を占めている。したがって、エネルギー利⽤効率を⾼め
るためには、熱をより効率的に利⽤することが重要であり、そのための取組を
強化することが必要になっている。

また、太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海⽔熱、河川熱、下⽔熱等の
再⽣可能エネルギー熱をより効果的に活⽤していくことも、エネルギー需給
構造をより効率化する上で効果的な取組となると考えられる。

こうした熱源がこれまで⼗分に活⽤されてこなかった背景には、利⽤するため
の設備導⼊コストが依然として⾼いという理由だけでなく、設備の供給⼒に
⽐して地域における熱需要が少ないなど、需要と供給が必ずしも⼀致せず
事業の採算が取れないことや、認知度が低く、こうした熱エネルギーの供給
を担う事業者が⼗分に育っていないことも⼤きな要因であり、こうした熱が賦
存する地域の特性を活かした利⽤の取組を進めていくことが重要である。
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産業分野等における天然ガスシフト等各部⾨における 燃料の多様
化を図るとともに、住宅⽤太陽光発電の導⼊や廃熱回収・再⽣可
能エネルギー熱を含む熱利⽤の⾯的な拡⼤など地産地消の取組を
推進する。

 1次エネルギーベースの再⽣可能エネルギーは、6700万kl程度⾒
込む。このうち、太陽熱、バイオマス等、未利⽤熱等の熱利⽤は
1341万kl程度を⾒込む（太陽熱︓55万、バイオマス等︓667万、
未利⽤熱等︓618万kl程度）。

地中熱等ヒートポンプを使⽤する再エネ熱利⽤は、⾼効率空調・
給湯の省エネ量の⼀部を担うことが期待されている。

政策的位置づけ（２／２）

⻑期エネルギー需給⾒通し - 参考資料-（平成27年7⽉）
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再⽣可能エネルギー熱の概要 2019年11⽉26⽇ ＮＥＤＯ資料
2019年度 地熱発電・熱⽔活⽤研究会
「地熱・再⽣可能エネルギー熱関係の研究開発（再エネ熱）」









⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策のうち
「地域内エコシステム」推進事業（拡充）

【令和３年度予算概算決定額 240,001（269,423）千円】

＜対策のポイント＞
⼭村地域で、地域の関係者の連携の下、熱利⽤⼜は熱電併給により、森林資源を地域内で持続的に活⽤する取組である「地域内エコシステム」の構築に向

けて、関係者による合意形成・実施計画策定のための協議会の運営、技術開発・改良等や技術⾯での相談・サポートなど、各段階に応じた⽀援を実施します。
特に、⾼コスト構造が解消されないことが、モデル地域の普及が⼗分に進まない原因となっているため、コスト低減に向けた取組への⽀援に重点化します。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．「地域内エコシステム」モデル構築事業
○ 「地域内エコシステム」のモデル構築に向けて、地域の実情に応じ
(1) F/S調査（実現可能性調査）を⾏った地域を対象にした
コスト低減に向けた合意形成・実施計画策定のための
関係者による地域協議会の運営（⼈材育成を含む。）

(2) ⽊質バイオマスの技術開発・改良等を⾏う取組
(3) 「地域内エコシステム」の優良事例を横展開していくに当たって必
要
な体制の検討・構築

を⽀援します。

２．「地域内エコシステム」サポート事業
○ 「地域内エコシステム」の構築に必要となる技術的なサポートを⾏うた

め、電話相談や技術者の現地派遣、サポートの実施に必要な各種
調査等を⾏う取組を⽀援します。

［お問い合わせ先］林野庁⽊材利⽤課（03-6744-2297）

１年⽬

Ｆ/Ｓ調査
実施段階

２年⽬

協議会⽴上げ
・合意形成段階
〈1. (1)、(2)〉

F/S調査
（令和元年度

まで⽀援）

「地域内エコシステム」事業化までのステップに応じた⽀援

横展開に向けた体制の
検討・構築 〈１．(3)〉

３年⽬

コスト低減に
向けた合意形成
・実施計画策定

段階
〈1. (1)、(2)〉

４年⽬〜

施設整備・
事業開始段階

⼈材確保・機材の選定等を含む

地域協議会
運営費⽀援等

機材の改良等
技術開発⽀援技術者研修等

調査等を
踏まえた

専⾨的⾒地
からの
相談・
サポート
〈２.〉

国 ⺠間団体等

定額
＜事業の流れ＞
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